
　本学の財政状況について、消費収支計算書より報告します。
　消費収支計算書は、当該年度の「帰属収入」から「基本金組入額」を差し引いた「消費収入」と、当該年度に消費した「消費支出」を対比させる
ことで、収支の均衡状況を示し、大学の経営状況を明らかにするものです。この計算書は、企業会計における損益計算書にほぼ相当します。

【平成２５年度決算】
１．消費収支計算書
＜グラフ1＞　消費収入の各項目が帰属収入合計（１０８億１,９００万円）に
占める割合です。
  本学の収入は、学生生徒納付金と国・地方公共団体等からの補助金で
全体の約８７.７％を占め、収入の大部分が固定化しているのが学校会計の
特殊性です。学生数は、学部生８,６１５名・大学院生３２名・法科大学院生
２８名で８,６７５名（平成２５年５月１日現在）でした。
　収入の主な内訳は以下のとおりです。 
　授業料　６１.0億円     入学金　６.６億円     施設設備費　２０.７億円
　手数料　  ４.７億円     補助金　５.９億円
　上記のほかに、寄付金９,６９５万円他の収入がありました。
　基本金に組入れた５億２,３２８万円の内訳は、建物（中央棟１-３階配管・
衛生設備改修等）４億３,０２４万円、構築物（学生センター外構等）２８６万円、
教育研究用機器備品５,３４０万円、図書３,６７８万円です。
＜グラフ2＞　消費支出の各項目が消費支出合計（１０５億９,６２４万円）に
占める割合です。
　学校会計における支出の特徴としては、人件費の占める割合が高いこと
があげられます。教職員数は、専任教員２１１名、専任職員１５３名（平成２５年
５月１日現在）となっています。借入金利息３,５７４万円は、東棟建設に伴う
借入金の支払利息です。
　帰属収入に対して消費支出の割合は９７.９％、消費収入に対しての消費
収支差額（△３億５２万円）の割合は、△２.９％となっています。帰属収入から
消費支出を差し引いた帰属収支差額は、２億２,２７６万円で帰属収支差額比
率２.１％となり、安定した経営状況にあります。

【平成２６年度予算】
2． 消費収支予算書
＜グラフ3＞　消費収入の各項目が帰属収入予算額合計（１０８億９,６５３
万円）に占める割合です。
　学生生徒納付金については、学生数を８，５８６名（大学院生・法科大学院生
含む）と想定して９０億１,９６５万円を見込んでおり、これが帰属収入全体の
８２.８％を占めています。補助金は、５億９,０１４万円（うち国庫補助金５億
８,５５９万円）、手数料は、４億４,１４５万円を見込んでいます。
＜グラフ4＞　消費支出の各項目が消費支出予算額合計（１０７億１,０３９
万円）に占める割合です。
　人件費は、教職員数の推移等を考慮して予算を計上しています。教育研究
経費は、国際環境経済学科運営支援、全学共通カリキュラムの英語教育
支援、奨学金による学生支援、キャリアカウンセリング強化による就職支援等
に重点を置いた３９億７,６６８万円を計上しています。管理経費は、６億４,５５０
万円です。
　基本金組入額としては、創立５０周年記念館（仮称）建設関連、購入図書分等
で１億８,９５０万円を予定しています。
　帰属収入に対して消費支出の割合は９８.３％、消費収入に対しての消費収
支差額（△３３５万円）の割合は、△０.０３％となっています。帰属収入から
消費支出を差し引いた帰属収支差額は、１億８,６１５万円で帰属収支差額比率
１.７％となっています。

財政開示

●帰属収入　当該年度に純粋に帰属する収入で、負債となる借入金や次年度分の授業料等
の前受金などは計上されない。

●学生生徒納付金　授業料、入学金、施設設備費、その他の実習費等。
●手数料　入学検定料、証明手数料等。
●補助金　国や地方公共団体等からの補助金。
●雑収入　他のいずれの収入科目にも該当しないもの。（本学では主に退職金財団からの交付金等。）
●基本金組入額　学校会計では、帰属収入から、学校の基礎となる資産、将来計画のための
資産、基金（奨学基金等）として継続的に保持する資産、恒常的安定経営のための資金の
４項目について基本金として確保し、残りを消費支出として運営に充てるように規定している。

●消費支出　当該年度において消費される人件費、教育研究経費、管理経費と資金の
移動を伴わない退職給与引当金繰入額、減価償却額等が計上される。 

●人件費　専任の教員、職員、及び非常勤の教員、臨時職員に支給される給与、賞与、
各種手当、並びに健康保険、年金、労働保険などの大学負担分（所定福利費）と、退
職給与引当金繰入額の総額。

●教育研究経費　教育研究に直接要する経費の他、教育研究を補助するための事務費、
学生厚生に要する経費、入学試験の経費、及びこれらの諸活動を行う施設設備を維持
する経費、並びにその減価償却額の総額。

●管理経費　大学を運営する総務、人事、経理、対外的な広報活動に要する
経費、教育研究に当たらない事業に要する経費、及びこれらの諸活動を行う
施設設備を維持する経費、並びにその減価償却額の総額。

●消費収支差額　帰属収入から基本金組入額を差し引いた消費収入と消費
支出の合計額の差額。学校会計では、基本金という独自の考えに基づいて消費
収支差額を算出している。

●帰属収支差額　帰属収入から消費支出を差し引いた額。経営状態を判断する
重要な項目。

人       件       費
教  育  研  究  経  費
管    理    経    費
法　人　負　担　金
借  入  金  利  息
資  産  処  分  差  額
［ 予    備     費  ］

消費支出の部合計
消 費  収  支  差  額
支  出  の 部  合  計

6,075,382
3,764,888
598,903
117,199
35,744
4,123

0

10,596,239
△ 300,519
10,295,720

（平成25年4月1日から平成26年3月31日）

（単位：千円）

学 生 生 徒 納 付 金
補       助       金
（ 国 庫 補 助 金 ）
（地方公共団体補助金）
（その他の補助金）
手　　　数　　　料
雑       収       入
事    業    収    入
資    産    運    用
寄　　　付　　　金
法　人　負　担　金
資 産 売  却  差  額
帰 属  収  入  合  計
基 本 金 組 入 額
消費収入の部合計
帰 属 収 支 差 額

8,896,358
594,359

（589,836）
（4,523）

（0）
469,400
424,600
175,884
98,629
96,948
60,076
2,745

10,818,999
△ 523,279
10,295,720
222,760

支出の部 収入の部

管理経費 5.65%

借入金利息 0.34%
法人負担金 1.11% 資産処分差額

0.04%

＜グラフ2＞ 支出の部

消費支出合計
10,596,239千円

人件費
57.33%

教育研究経費
35.53%

手数料 4.34%
雑収入 3.92%

＜グラフ1＞ 収入の部

帰属収入合計
10,818,999千円

学生生徒納付金
82.23%

補助金
5.49%

事業収入 1.63% 法人負担金 0.56%
資産売却差額 0.02%

資産運用 0.91%

平成25年度消費収支計算書

（平成26年4月1日から平成27年3月31日）平成26年度消費収支予算書

寄付金 0.90%

人       件       費
教  育  研  究  経  費
管    理    経    費
資  産  処  分  差  額
法　人　負　担　金
借  入  金  利  息
［ 予    備     費  ］

消費支出の部合計
消 費  収  支  差  額
支  出  の 部  合  計

5,608,051
3,976,682
645,497
303,731
116,620
29,806
30,000

10,710,387
△ 3,353

10,707,034

（単位：千円）

学 生 生 徒 納 付 金
補       助       金
（ 国 庫 補 助 金 ）
（地方公共団体補助金）
（その他の補助金）
手       数       料
資 産  売  却  差  額
事    業    収    入
寄　　　付　　　金
資    産    運    用
雑       収       入
法　人　負　担　金
帰 属 収  入  合  計
基 本 金 組 入 額
消費収入の部合計
帰 属 収 支 差 額

9,019,653
590,138

（585,588）
（4,550）

（0）
441,450
306,949
176,200
166,500
89,960
73,184
32,500

10,896,534
△ 189,500
10,707,034
186,147

支出の部 収入の部

管理経費 6.03%

借入金利息 0.28%
［予備費］0.28%

資産処分差額 2.83%

＜グラフ4＞ 支出の部

消費支出合計
10,710,387千円

人件費
52.36%

教育研究経費
37.13%

法人負担金 1.09%

手数料 4.05%
資産売却差額 2.82%

＜グラフ3＞ 収入の部

帰属収入合計
10,896,534千円

学生生徒納付金
82.78%

補助金
5.41%

寄付金 1.53%
事業収入 1.62% 雑収入 0.67%

法人負担金 0.30%

資産運用 0.82%

  主な用語について

獨協大学  平成25年度決算と平成26年度予算について

■ 獨協大学および学校法人獨協学園にかかわる財政を開示します。

事業内容 結果・備考等 予算 実績 差異
 （単位：百万円）

平成25年度  事業報告書（主な内容）

1）国際環境経済学科開設支援 

2）「学習ポータルサイト」運営支援

3）全学共通カリキュラムの英語教育
支援 

4）大学院教育の活性化と志願者増に
向けた広報展開

5）FD、SD活動の推進

6）国際交流活動の推進 
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1）平成25年4月に開設された「経済学部国際環境経済学科」運営支援に努め
ました。 

2）サービス開始から3年目を迎えた「学習ポータルサイト」の円滑な運営支援に努め
ました。  

3）LMSシステムの運用、英語共通教材の作成等全学共通カリキュラムの英語教育
促進に努めました。  

4）広報活動強化を図り、志願者増に努めました。  

5）FD、SDを推し進め、教育環境改善他に努めました。  

6）ＮＡＦＳＡ年次総会やアジア留学フェア（ＡＰＡＩＥ）に参加し、広報活動を展開する
とともに、新規協定校開拓に努め、新たに5校と協定を結びました。
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1）東日本大震災罹災学生の支援

2）キャリア形成教育、キャリアカウンセ
リングの支援 

3）奨学金の拡充（「父母の会」からの
援助他） 

4）「創立５０年史」の編纂 

5）「創立５０周年記念事業」の準備

6）「創立５０周年記念寄付金募集」事業 

1）東日本大震災罹災学生に対し、引き続き学納金減免の特別措置を講じました。

2）変動して行く就職環境への対応として、引き続き、キャリアカウンセラーによる
就職支援に取り組みました。  

3）「父母の会」からの支援により「獨協大学父母の会奨学金」を引き続き100名に
給付しました｡  

4）『獨協大学五十年史』編纂委員会を中心に作業を進めています。 

5）学生センター東側壁面に、創立50周年ロゴマークの巨大ポスターラッピングを
制作し、「創立50周年」に対する意識の向上を図るとともに、PRに努めました。

6）創立50周年記念事業の実施に向け、寄付金募集事業を開始しました。

1）「伝右川水辺再生事業」に係わる周辺
整備他キャンパスランドスケープ計画

2）中央棟の改修（外壁、１～３階の配管、
衛生設備他）

3）ＣＡＬ教室の情報機器更新 

4）個人研究室他のＰＣ等更新 

1）平成24年度に「水辺再生事業」の主要部が完成となり、25年度はその周辺
整備が完成しました。  

2）経年劣化した配管・衛生設備の更新および美装化改修を実施しました。また、
平成25年度から2ヵ年の予定で外壁補修工事を進めています。

3）CAL教室8室の情報機器を更新し、全教室同一環境にすることで、より円滑な
管理運営が可能となりました。  

4）既存ＰＣのＯＳサポート終了に伴い、PCおよび関連情報機器の更新を実施
しました。
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1）オープンカレッジ、特別市民講座の
実施  

2）地域総合研究所、環境共生研究所
の市民向けシンポジウム開催

3）埼玉県、草加市をはじめとした周辺
自治体、ＵＲ都市機構等との連携
強化

1）広報強化により、本学の公開講座を広くアピールし、受講者の様々なニーズに
応えるべく、春・秋・通年167講座を開設し、講座の拡充・充実を図りました｡ 

2）「大都市近郊地域（ポスト・ベッドタウン地域）と女性」､「衛星による世界の降水
観測の現状について」のシンポジウム等を開催し、情報発信を積極的に展開
しました。

3）草加市文化交流事業に積極的に関わるべく、各種連絡協議を行ないました。
また、松原団地駅西側のまちづくりに係る草加市、UR都市機構との意見交換
会を開催しました。
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　平成25年度もこれまでどおり、「攻め」の改革を継続しました。特に教学部門では経済
学部新学科「国際環境経済学科」を開設し、その運営支援に努めました。
　また、平成26年度に本学が創立50周年を迎えることから、「創立50周年記念事業」
の一環として、創立50周年記念館（仮称）建設計画に着手しました。あわせて、「獨協大学
五十年史」の編纂を進め、寄付金募集事業を開始しました。

獨協大学平成25年度事業報告

国際環境経済学科設立記念シンポジウム
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